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令和４年度福知山市健全化判断比率 

及び資金不足比率の審査意見について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の

規定により審査に付された令和４年度福知山市健全化判断比率及び資金不足比率

並びにその算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したので、次のとおり意見

書を提出します。 
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健全化判断比率及び資金不足比率の審査意見書 

 

１ 審査の対象 

（１）令和４年度健全化判断比率 

ア  実質赤字比率 

イ  連結実質赤字比率 

ウ 実質公債費比率 

エ 将来負担比率  

（２）令和４年度資金不足比率 

（３）上記の算定の基礎となる事項を記載した書類 

 

２ 審査の期間 

令和５年８月３日から令和５年８月１８日まで  

 

３ 審査の方法 

健全化判断比率及び資金不足比率（以下「健全化判断比率等」という）並びにその

算定の基礎となる事項を記載した書類について、次の項目に主眼を置き審査した。 

また、必要に応じ財政当局からヒアリングを行った。 

（１）法令等に照らし健全化判断比率等の算定過程に誤りがないか。 

（２）健全化判断比率等の算定の基礎となる事項を記載した書類等が適正に作成されて

いるか。 

（３）健全化判断比率等の算定に用いられている数値が、法令に基づいた関係資料から

正しく引用されているか。 

 

４ 審査の結果 

審査に付された健全化判断比率等及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、

いずれも法令等に準拠して作成され、その算定は適正であるものと認められた。 
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 健全化判断比率等の対象となる会計等は、次のとおりである。 

 

 

 

 
一
般
会
計
等 

 

一 般 会 計 

 

  

  休日急患診療所費特別会計   

  

公 

営 

事 

業 

会 

計 

国民健康保険事業特別会計   

  国民健康保険診療所費特別会計   

  介護保険事業特別会計（保険事業勘定）   

  介護保険事業特別会計（サービス事業勘定）   

  後期高齢者医療事業特別会計   

  

公 

営 

企 
業 

会 

計 

法
適
用
企
業 

水道事業会計   

  下水道事業会計   

  病院事業会計   

  

法
非
適
用
企
業 

と畜場費特別会計   

  公設地方卸売市場事業特別会計   

  農業集落排水施設事業特別会計   

  石原土地区画整理事業特別会計   

  宅地造成事業特別会計   

  
一部事務組合 

京都府住宅新築資金等貸付事業管理組合   

  京都府自治会館管理組合   

  
広域連合 

京都府後期高齢者医療広域連合   

  京都地方税機構   

  地方公社 
第 3 ｾｸﾀｰ等（※） 
地方独立行政法人 

公立大学法人福知山公立大学 

  

    

※第３セクター等への損失・債務保証はしていないため、対象となる団体はない。
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健全化判断比率等の指標数値を年度別に比較すると次のとおりである。 

 

〈各健全化指標の年度別比較〉 

（単位：％） 

健全化指標 
令和 

４年度 

令和 

３年度 

令和 

２年度 

令和 

元年度 

平成 

30 年度 

実 質 赤 字 比 率 － － － － － 

連結実質赤字比率 － － － － － 

実質公債費比率 

（３か年平均） 
９.６ ９.９ １０.１ １０.９ １１.２ 

（実質公債費比率） 

（単年度） 
（9.7） （10.3） （8.8） （10.6） （11.1） 

将 来 負 担 比 率 ３３.８ ３８.５ ４７.４ ５１.８ ６４.７ 

 
 

〔早期健全化・財政再生の基準〕 

（単位：％） 

健全化指標 早期健全化基準 財政再生基準 

実 質 赤 字 比 率 １２.１２＊ ２０.０ 

連結実質赤字比率 １７.１２＊ ３０.０ 

実質公債費比率 ２５.０ ３５.０ 

将 来 負 担 比 率 ３５０.０ － 

＊実質赤字比率、連結実質赤字比率の早期健全化基準は、福知山市の令和４年度決算における

基準である。 
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〈資金不足比率の年度別比較〉 

（単位：％） 

公営企業会計区分 
令和 
４年度 

令和 
３年度 

令和 
２年度 

令和 
元年度 

平成 
30 年度 

水 道 事 業 会 計 － － － － － 

下 水 道 事 業 会 計 － － － － － 

病 院 事 業 会 計 － － － － － 

と 畜 場 費 特 別 会 計 － － － － － 

公設地方卸売市場事業特別会計 － － － － － 

農業集落排水施設事業特別会計 － － － － － 

石原土地区画整理事業特別会計 － － － － － 

宅地造成事業特別会計 － － － － － 

 

（注）１ ※の会計名は福知山都市計画事業を省略。 

（注）２ 数値が生じなかったものは「－」と表記した。 

 

〔経営健全化の基準〕 

（単位：％） 

健全化指標 経営健全化基準 

資 金 不 足 比 率 ２０.０ 

 

 
５ 健全化判断比率の概要 

（１）実質赤字比率・連結実質赤字比率 

実質赤字比率は一般会計等の赤字の程度を示すもので、連結実質赤字比率は一

般会計等のほか、特別会計、企業会計を含めたすべての会計の収支を連結し、全

体の赤字の程度を示したものである。 

両指標の算定に用いられた数値は、法令に基づいた関係資料から正しく引用さ

れ、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は発生していない。 

 

 

※ 
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（２）実質公債費比率 

実質公債費比率は、一般会計等、特別会計及び企業会計のすべての会計と、外

部組織である一部事務組合・広域連合を対象とした借入金（市債）の返済額等と、

経常的に収入できる一般財源の額との対比を指標化したものであり、３か年の平

均で表される。 

実質公債費比率が 18％以上になると、市債の発行には国の許可が必要となり、

早期健全化基準は 25％となっている。 

この比率の算定に用いられた数値は、法令に基づいた関係資料から正しく引用

され、算定された比率の 9.6％は正確であった。これを前年度の 9.9％と比較する

と 0.3 ポイント改善されている。 

 

（３）将来負担比率 

将来負担比率は、借入金（市債）の返済など、将来にわたって支払う可能性が

ある負担等の大きさを指標化し、将来的に財政を圧迫する危険度を示したもので

あり、早期健全化基準は 350％となっている。 

この比率の算定に用いられた数値は、法令に基づいた関係資料から正しく引用

され、算定された比率の 33.8％は正確であった。これを前年度の 38.5％と比較す

ると 4.7 ポイント改善している。 

 

６ 資金不足比率の概要 

資金不足比率は、公営企業の資金不足額を、事業の規模である事業収入と比較

して指標化し、経営状態の悪化の程度を示したものであり、経営健全化基準は 20％

となっている。 

令和４年度決算では、水道事業会計ほか７会計が対象であったが、資金不足比

率の算定に用いられた数値は、法令に基づいた関係資料から正しく引用され、各

会計の資金不足額は計上されておらず、資金不足比率は発生していない。 
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７ 意 見 

令和４年度決算に基づく健全化判断比率等の審査結果は前述したとおりである

が、決算審査の結果も踏まえ、以下のとおり意見を付す。 

健全化判断比率については、実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、対象となる

会計において、実質赤字額及び資金不足額は計上されておらず、両指標ともに比率

は発生していない。 

実質公債費比率については、指標数値に採用する直近３か年の平均では、前年度

に比べ 0.3 ポイント改善し、単年度比率では 0.6 ポイント改善している。これは主

に市債の計画的な繰上償還を実施したことによる効果が表れたもので、平成 30 年

度以降、連続して改善されている。 

将来負担比率についても、市債の繰上償還の実施や定期償還の進捗、また交付税

算入率の低い地方債の借入抑制などにより、将来負担額が大きく減少し、前年度に

比べ 4.7 ポイント改善しており、平成 26年度以降、連続して改善されている。 

健全化判断比率の４指標については、いずれも国が示す早期健全化基準を下回っ

ており、今後も引き続き健全性の確保に努められたい。 

次に、資金不足比率については、対象となる公営企業会計８会計で資金不足額は

計上されておらず、比率は発生していない。 

石原土地区画整理事業及び宅地造成事業については、保留地、分譲地の売却件数

が増加し、いずれも実質収支は改善されているが、今後の土地価格の動向等により、

資金不足発生も懸念されることから、引き続き効果的な販売方法など売却促進の方

策を幅広く検討し、早期に事業完了となることを期待する。 

以上、各比率の審査を行った結果、健全化判断比率及び資金不足比率の健全性は

確保されているものと認められたが、今後の社会保障関係費の増加や公共施設等の

改修、維持管理などに係る財政需要の増大も懸念されることから、今後においても

社会経済情勢等に注視しつつ、将来の財政状況を見据え、中長期的な視点により計

画的な行財政運営を行い、更なる財政の健全化に努められたい。 
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